
水質検査結果のお知らせ
令和８年６月４日に実施した水道水水質検査結果は下表のとおりです。

検査依頼先：(一財)　青森県薬剤師会 食と水の検査センター

採水年月日 採水場所 検査判定 ※令和7年4月１日から、東通村上下水道課より
委託を受けた協同組合東通村管工事協会が、水
道メーターの開閉栓業務を行いますのでよろし
くお願いします。ご不明な点がございましたら、
☎0175-33-2352 にてご対応させていただ
きます。

令和８年６月４日 岩屋浄水場 水質基準に適合

令和８年６月４日 野牛浄水場 水質基準に適合

令和８年６月４日 大平滝浄水場 水質基準に適合

◆下水道に異物を流さないでください

　食用油、生活残飯、野菜くずなどの固形物、髪の毛など

対象区域 :

補助対象 :

補助上限額:

受付期間 :令和８年４月１日から令和８年１１月３０日まで

その他 :浄化槽の使用者は、浄化槽の法定検査を受けることが法律で義務付けられています。

浄化槽の規模によって異なりますが、維持費が発生します。

３９０，０００円

４７４，０００円

６６０，０００円

１２０，０００円

５０，０００円

単 独 処 理 浄 化 槽 の 撤　去

問合せ先 上下水道課上下水道グループ ☎０１７５－３３－２３５２

く み 取 り 便 槽 の 撤　去

　村では単独処理浄化槽やくみ取り便槽を廃止し、合併処理浄化槽へ転換する方に工事費の一部を補
助しています。生活排水などによる河川の汚れを防ぎ、美しい自然を守るために浄化槽整備区域にお
住まいの方は合併処理浄化槽への転換をお願いします。

　なお、補助金の交付には条件がありますので詳しくは上下水道課にお問い合わせください。

　また、補助金の予算には限りがあります。予算額に達した場合は申請を受け付けられない場合があ
ります。

５人槽

７人槽

下水道施設が整備されていない地域

合 併 処 理 浄 化　槽

※砂子又地区、尻屋地区、小田野沢地区、老部地区、白糠地区は下水道が整備されている
ため原則対象外

対象区域において、次のいずれかに該当する個人

①単独処理浄化槽またはくみ取り便槽を合併処理浄化槽に転換する方

②新築の住宅に合併処理浄化槽を新設する方

１０人槽

◆汚水マスが破損してしまった場合は修繕してください

◆合併処理浄化槽の設置費補助金のご案内

上下水道課からのおしらせ

　宅地内汚染マスを破損してしまった場合は、早急に修繕くださるようお願いします。破損状態で使
用すると、下水道管内に土等が流入し、マンホールポンプの故障につながる恐れがあります。
※宅地外にある野花菖蒲が描かれた公共マスが破損しているのを見つけた場合は、上下水道課にご連
絡くださるようお願いします。

②油類、食べ物及び髪の毛

下水道処理施設及び排水管において、下水道から流れてきた異物によるトラブルが多発しています。
排水管の詰まりなどの原因になりますので、下水道には次のものは流さないでください。
※流せるウェットティッシュでも、大量に流すと排水管が詰まる場合がありますので、適正な使用を
お願いします。

①布類、水に溶けない紙類及び衛生用品

！流してはいけないもの！　

タオル、モップ、ティッシュペーパー、水に溶けないウェットティッシュ、生理用品、紙おむつなど

　この制度は、父母の離婚などで、父又は母と生計を同じくし

ない児童が育成される家庭（ひとり親家庭等）の生活の安定と

自立の促進に寄与し、児童の福祉増進を図ることを目的とする

制度です。

■　児童扶養手当の対象者

　日本国内に住所があって、次のいずれかに該当する児童を監

護している父又は母、若しくは父母に代わって児童を養育して

いる人

（１）父母が婚姻を解消した

（２）父又は母が死亡または生死不明である

（３）父又は母に重度の障害がある

（４）父又は母が裁判所からのＤＶ保護命令を受けた

（５）父又は母から１年以上遺棄されている

（６）父又は母が１年以上拘禁されている

（7）母が婚姻によらないで懐胎した

（８）母が児童を懐胎した当時の事情が不明である

　ただし、次の場合は手当を受けることができません

◎ 児童が児童福祉施設などに入所したり、里親に預けられたと

き

◎ 父又は母が婚姻の届出はしなくても事実上の婚姻関係（内縁

関係など）があるとき

■　手続きに必要な書類

　児童扶養手当は、児童を監護している父又は母若しくは養育

者が役場を通じ申請し、知事の認定を受けることによって申請

した翌月から支給されます。

（１）児童扶養手当認定請求書

（２）請求者と対象児童の戸籍謄本

（３ ）請求者と児童が含まれる世帯全員の住民票（続柄、マイ

ナンバーの標記があるもの）

（４）印鑑及び金融機関の預金通帳（請求者本人名義）

（５）所得課税証明書（１月１日以降転入された方）

（６）その他必要な書類

■　手当の額

・児童１人の場合（月額最大）　４８，０５０円

・児童２人以上の加算額（月額最大）

　２人目以降１人につき　…　１１，３５０円

※扶養義務者の所得により支給に制限があります。

※受給継続には毎年８月に現況届の提出が必要です。

※ 受給資格者、児童及び扶養義務者が、未申告の場合、受け付

けられませんのでご注意ください。

※ 手当額は受給者の所得により減額される場合があります。

児 童 扶 養 手 当 制 度 に つ い て

　この制度は、精神または身体に障害を有する２０歳未満の児

童の福祉の増進を図るための制度です。

●　特別児童扶養手当の対象者

　①または②に該当する２０歳未満の児童を育てている方

① 　精神または身体に一定の障害があり、おおむね身体障害者

手帳１級、２級程度の児童

② 　知的障害があり、障害の程度がおおむね療育手帳Ａおよび

Ｂの児童

　ただし、次の場合は、手当を受給できません。

（１ ）手当を受けようとする人又は児童が日本に住んでいない

とき

（２ ）児童が児童福祉施設（母子生活支援施設、保育所、通園

施設を除く）に入所しているとき

（３ ）児童が障害を支給事由とする公的年金を受けることがで

きるとき

●　手続に必要な書類　

（１）特別児童扶養手当認定請求書

（２）請求者と対象児童の戸籍謄本

（３ ）請求者と児童が含まれる世帯全員の住民票（続柄、マイ

ナンバーの標記があるもの）

（４）対象児童の障害の程度についての所定の診断書

（５）印鑑及び金融機関の預金通帳（請求者本人名義）

●　手当の額

障害の度 支給額

１級 １人につき　５８，４５０円

２級 １人につき　３８，９３０円

備考 等級は身体障害者手帳の等級と異なります

※ 受給資格者、配偶者及び扶養義務者の所得額によって支給の

制限があり下記の表の額以上である場合、手当は支給されま

せん。

扶養親族
等の数

本人（請求者）
配偶者及び
扶養義務者

０人 ４，５９６，０００円 ６，２８7，０００円

１人 ４，９7６，０００円 ６，５３６，０００円

２人 ５，３５６，０００円 ６，7４９，０００円

３人 ５，7３６，０００円 ６，９６２，０００円

４人 ６，１１６，０００円 7，１7５，０００円

特別児童扶養手当制度について

健康福祉課　福祉グループ☎０１７５－２８－５８００

（ １９ ）　 広報ひがしどおり　　第7３３号 第7３３号　　広報ひがしどおり 　（ １８ ）


